
令和４年度決算 参考データ集

～データで見る京都市財政のあらまし～

令和５年１１月

京都市行財政局

決算収支の状況と

他都市比較で見る京都市財政の特徴



 

Ⅰ 令和４年度決算の状況 

  １ 決算収支の状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 

（１）一般会計の収支の状況 ・・・・・・・・・・・・・ １ 

（２）公営企業決算 ・・・・・・・・・・・・・・・・ ２ 

  ２ 歳入 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３ 

（１）一般財源収入 ・・・・・・・・・・・・・・・・ ３ 

（２）市税収入 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３ 

（３）地方交付税及び臨時財政対策債 ・・・・・・・・・ ４ 

  ３ 歳出 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５ 

（１）性質別経費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５ 

（２）行政目的別経費 ・・・・・・・・・・・・・・・ ５ 

  ４ 市債 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６ 

（１）市債残高 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６ 

（２）市債（臨時財政対策債を除く）の新規発行額と償還額 

                       ・・・ ７ 

  ５ 財政健全化法に基づく健全化判断比率 ・・・・・・・ ８ 

Ⅱ 他都市比較で見る京都市財政の特徴 

  １ 歳入 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ９ 

（１）市税 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ９ 

（２）地方交付税及び臨時財政対策債 ・・・・・・・・１１ 

  ２ 歳出 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３ 

（１）人件費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１５ 

（２）投資的経費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・１６ 

（３）扶助費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７ 

（４）公債費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８ 

  ３ 健全化判断比率 ・・・・・・・・・・・・・・・・・１９ 

  ４ 財政調整基金残高 ・・・・・・・・・・・・・・・・２０ 

目   次 



 

 

・ 実質収支 （ｐ．１、８） 
一会計年度の決算において、収支が赤字であったか黒字となっ

ているかをみるための指標で、当該年度の歳入決算額から歳出決
算額を差し引いた額から、翌年度へ繰り越すべき財源を控除して
算出 
なお、前年度実質収支と当該年度実質収支の差額が「単年度収

支」である。 

・ 財政健全化法 （ｐ．８） 
地方公共団体の財政破綻を早い段階で防止することを目的に、

平成 19 年に成立した法律。地方公共団体の財政状況を、全会計の
収支の状況、借入金の償還負担の大きさ、将来負担しなければな
らない経費の大きさなどを示す五つの指標（実質赤字比率、連結
実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率、資金不足比率（公
営企業））により判断し、指標が一定の基準を超えた地方公共団
体は、財政健全化計画等を策定し、早期の健全化に取り組まなけ
ればならない。 

・ 臨時財政対策債 （ｐ．３、４、６、７、９、１１、１８） 
地方交付税の不足を補うために平成 13 年度に創設された赤字

地方債。将来の元利償還額が、地方交付税算定の際の基準財政需
要額に算入されることとなっており、いわば地方交付税の前借り
ともいえるもの 

・ 普通会計 （ｐ．９～２０） 
各地方公共団体の財政状況を把握し、地方公共団体間の財政比

較等のために用いられる統計上、観念上の会計。一般会計を基本
にして一部の特別会計を合算し、会計間の重複を控除したもの 

・ 基準財政需要額 （ｐ．１２） 
地方交付税算定のための基礎数値として、地方公共団体が合理

的かつ妥当な平均的水準で行政を行った場合に要する財政需要を
一定の合理的な方法で算出した額 

・ 基準財政収入額 （ｐ．１２） 
地方交付税算定のための基礎数値として、地方公共団体が標準

的な税の徴収を行ったという前提条件の下に歳入額を算出したも
のであり、標準税率で算定した地方税等の収入見込額（標準税収
入額）の 75％分に地方譲与税等を加え算出される。（残りの 25％
分は、「留保財源」と呼ばれ、各地方公共団体の独自施策等の実
施に充てることができる。） 

用 語 の 説 明 



１ 決算収支の状況
(１) 一般会計の収支の状況
① 令和４年度決算は、21年振りに「特別の財源対策」から脱却、22年ぶりに特別の財源対策

を実施しないもとでの77億円の黒字であり、長年の課題であった単年度の赤字を解消

行財政改革計画では、「10年以上」かかるとしていた目標を「２年」で達成

② この77億円の黒字は、過去負債の返済をはじめ、魅力あふれる京都の「今」と「未来」の

ために今後活用

令和４年度決算の状況

※ 複数年度のデータを掲載する際には、原則として過去１０年間としている。
※ 資料の数字については端数処理しているため、合計が一致しない場合がある。

令和４年度一般会計決算 （単位：億円）

歳入総額

A

歳出総額

B

繰越財源

C

収支

A-B-C

9,621 9,464 79 77

△18 △22 △22
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△85
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＋5 ＋4 ＋4 ＋4
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△80
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通常の収支 特別の財源対策後の実質収支

一般会計の収支（億円）

特別の財源対策の状況
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公債償還基金の取崩し 行政改革推進債の発行 調整債の発行
億円

＜特別の財源対策の決算額内訳＞ （単位：億円）

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

公債償還基金の取崩し 12 9 9 50 69 67 50 119 50 -

行政改革推進債の発行 26 34 32 37 44 46 34 33 22 -

調整債の発行 - - - - - - - 17 17 -

特別の財源対策合計 38 43 41 87 113 113 84 169 89 -
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（２） 公営企業決算

市バス・地下鉄事業

◆お客様数 …コロナ前までには戻り切らないが令和２年度を底に年々回復傾向、今年度に入りさらに回復

◆運賃収入 … 令和元年度運賃収入458億円と比較すると令和４年度△56億円
（市バス△21億、地下鉄△35億）

令和２～４年度の３か年で△325億円の減収（年間収入の71%相当）

◆ 運賃収入の減少が大きく、経常損益はともに３年連続となる赤字を計上（市バス△８億円、地下鉄
△７億円）するなか、安全・安心の取組を最優先に将来を見据えた投資をしっかりと実施

◆ 地下鉄は、お客様数の回復等により、計画から２年前倒しで経営健全化団体から脱却
なお、積極的な要望活動により実現した国の財政支援措置の効果がとりわけ大きく、運賃改定を回避

◆ 市バスは、経営改善やお客様数の回復の効果はあるが、燃料費や人件費（運行や整備等に係る委託
料）の高騰の影響などから、運賃改定を見込まざるを得ない状況。引き続きお客様の動向等を見定め
つつ、あらゆる経営改善を実施

◆ 安全・安心の取組を最優先に「経営ビジョン【改訂版】」に基づく経営健全化の取組を強力に推進

経常損益の推移（億円）

H30 R1 R2 R3 R4

市バス +19 +2 △48 △35 △8

地下鉄 +23 +23 △54 △38 △7

※増減率…R2～R4はR元年比較、R5はR元年同月比較

１日当たりのお客様数（千人/日）

R1 R2 R3 R4
R5

4月 5月 6月 7月

市バス 357 248 268 309 338 338 335 332

増減率 － △30.7% △25.1% △14.2% △17.4％ △8.3％ △8.2％ △9.5％

地下鉄 400 267 295 348 378 396 391 397

増減率 － △33.2% △26.2% △13.4% △8.5％ △7.3％ △6.6％ △7.1％

上下水道事業

◆ 物価高騰の影響により支出が増加する中、業務執行体制の見直しなど、中期経営プランを上回る経費
削減を進め、黒字を確保

◆ 節水型社会の定着により減少が続く使用水量は、新型コロナの影響によりプランを大幅に下回り、水
道料金・下水道使用料収入も減収が継続

◆ 経営環境が厳しい中にあっても、市民の皆様の生活を支える重要なライフラインである水道・下水
道を守るため、効率的な事業運営に努めるとともに、長期的な視点に立った整備を着実に推進

・ 老朽化した配水管の更新（159億円）
・ 新山科浄水場導水トンネル築造等の水道施設の改築更新・地震対策（26億円）
・「雨に強いまちづくり」に向けた雨水幹線の整備（45億円）
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決算
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一般財源収入の推移（億円）

市税 府税交付金 交付税＋臨時財政対策債 その他

 市税収入は、市民・事業者の皆様の懸命な御努力と、国・府・市一体となった経済対策・支援、
都市の成長戦略の推進による担税力強化の効果も相まって、個人市民税・固定資産税などが堅調に
推移し、対前年度比では99億円の増、過去最高の3,119億円となった。

 一般財源収入は、計画時に危惧されたリーマンショック並みの大幅な税収の落ち込みを回避し、
国への要望による地方交付税の確保などにより、過去２番目の規模4,551億円となった。

２ 歳入
(１) 一般財源収入

対前年度＋99

対前年度△205

対前年度△123

府費教職員給与費移管

府費教職員給与費移管

(２) 市税収入

 個人市民税は、給与所得の伸びにより３年振りに増加
 固定資産税は、土地の地価上昇に伴う負担調整措置により２年振りに増加
 法人市民税は、一部の企業の業績の変動により２年振りに減少

市税（税目別）の推移（億円）

789 800 820 835 849
1,107 1,175 1,172 1,152 1,177

254 301 285 240 255

329
342 268 339 322

992
1,009 1,014 1,027 1,040

1,049
1,072

1,087 1,082 1,141
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個人市民税 法人市民税 固定資産税 その他市税

府費教職員給与費移管
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市税の徴収率、滞納繰越額の推移（億円）

 新型コロナウイルスの影響が続く中、昨年度に引き続き、市民・事業者の皆様の納税への御理解
を得て、創意工夫を図りながら、市税の徴収に取り組んだ結果、前年度から0.1ポイント増の99.1
％と、過去最高の徴収率となった。
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③

(３) 地方交付税及び臨時財政対策債

 地方交付税等は、昨年度、地方税収の大きな落ち込みと歳出追加に伴う地方負担の増が見込まれ、

国からの手厚い支援により大きく増収したことで、対前年度比205億円の減ではあるが、国へ強く要

望したことにより令和４年度も令和２年度並みの地方交付税を確保している

これらを

国に要望

・ 大都市の事務・権限に対応した交付税の算定

・ 観光客の増加に伴う財政需要の的確な反映

・ 事業所税に係る交付税の的確な算定

（参考）令和５年度普通交付税（臨時財政対策債を含む）決定額760億円

578 533 503 473 
648 614 598 549 
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地方交付税 臨時財政対策債

地方交付税及び臨時財政対策債の推移（億円）

府費教職員給与費移管
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(１) 性質別経費
 令和２年度から増加していた融資制度預託金が、令和４年度は減少。この影響などで、物件費そ

の他が大きく減少している

 義務的経費(人件費、公債費、扶助費)の占める割合は、対前年度比3.6ポイント増加し、51.6％

 内、人件費は、平成29年度から、府費教職員給与費が本市に移管されたことに伴い大幅に増加し

たが、その後は職員数の削減等により、減少傾向

扶助費は、子育て世帯への臨時特別給付に係る事業費の減等により、減少

３ 歳出

1,087 1,093 1,090 1,087 
1,673 1,668 1,647 1,628 1,583 1,572 

1,855 1,886 1,954 1,976 
2,038 2,063 2,110 2,175 2,578 2,436 
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564 608 664 593 

613 830 786 692 
637 655 1,906 1,870 1,756 1,649 

1,485 1,459 1,437 

4,508 

3,810 

2,934 860 869 946 884 
964 842 866 

883 1,060 

988 
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性質別内訳の推移（億円）

給与費 扶助費 公債費 投資的経費 物件費その他 繰出金等 義務的経費の割合

義務的経費

(２) 行政目的別経費

 産業経済費は、融資制度預託金の減少等により、対前年度比721億円の減少

 消防費その他は、市庁舎整備事業の減等により、対前年度比261億円の減少

 社会福祉費は、子育て世帯への臨時特別給付に係る事業費の減等により、対前年度比135億円の減少

 教育文化費は、京都芸大や美術工芸高校、開建高校の整備等により、対前年度比170億円の増加
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行政目的別内訳の推移（億円）

社会福祉費 保健衛生費 産業経済費

都市建設費 教育文化費 消防費その他

公債費
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3,804 
3,863 3,874 

3,781 

4,345 
4,417 4,443 4,389 

4,674 
4,551 

2,444 2,521 2,530 2,516 

2,557 

2,917 
3,055 2,959 

3,019 

3,119 

2,335 2,385 
2,482 2,515 

2,588 

2,609 2,696 
2,790 

3,178 

3,076 

1,037 1,043 1,040 1,043 1,097 1,095 1,141 1,175 1,169 1,181 
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1,400
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3,900
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H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

一般財源収入 市税収入 社会福祉関連経費

（扶助費等）

社会福祉関連経費

（扶助費等）一般財源ベース

一般財源収入（市税、地方交付税など）

市税収入

社会福祉関連経費（扶助費等）＝ 扶助費(社会福祉費以外の扶助費(保健、教育等)含む)＋国保、介護への繰出金
＋後期高齢への繰出金、負担金等 ※国の補助金等を財源とするものを含む

府費教職員給与費移管

社会福祉関連経費（扶助費等）一般財源ベース

府費教職員給与費移管

※H29～府費教職員給与費移管の影響を含む
（市税への影響のみH30～）

一般財源収入、市税収入、社会福祉関連経費の決算額推移（億円）

18,348 17,970
17,611

17,319
16,850 16,611 16,366 16,355 16,109 15,828

3,147
3,531

3,840 4,083
4,416 4,707 4,871 4,985

5,101
5,098

21,494 21,502 21,451 21,402 21,266 21,318 21,237 21,340 21,210
20,926

0
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22,000

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

臨時財政対策債を除く市債 臨時財政対策債

４ 市債

 国が返済に責任を持つ臨時財政対策債を除く実質市債残高は、一般会計、全会計ともに縮減

 臨時財政対策債は、地方交付税の代わりに国が機械的に配分するもので、本市において発行額をコ

ントロールできず、近年は臨時財政対策債の残高が増加していたが、令和４年度では微減

全会計の市債残高（億円）

（１）市債残高

※ 生産年齢人口１人当たり実質市債残高 H22末 202万円 → R4末 178万円

臨時財政対策債
制度開始時
（H13：81）

から5,017増加

臨時財政対策債
制度開始時

（H13：20,951）

から5,123減少

※ピーク時
（H14:20,957）

から5,129減少
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一般会計の市債残高（億円）

※ 生産年齢人口１人当たり実質市債残高 H22末 102万円 → R4末 93万円

臨時財政対策債
制度開始時
（H13：81）

から5,017増加

臨時財政対策債
制度開始時

（H13：9,764）

から1,512減少

※ピーク時
（H20:9,832）

から1,580減少

9,259 9,081 8,949 8,858 8,635 8,604 8,553 8,604 8,420
8,252

3,147 3,531 3,840 4,083

4,416
4,707 4,871 4,985

5,101

5,098

12,406
12,612 12,789

12,941 13,050 13,311 13,424
13,589 13,521

13,350

0
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9,000

10,000
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13,000

14,000

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

臨時財政対策債を除く市債 臨時財政対策債

 市債残高（過去の借金）を着実に減少させるためには、新規の市債発行額（新たな借金）を

償還額（借金の返済）の範囲内にとどめることが必要

 全会計 ：借金の返済 1,098億円－新たな借金 816億円＝市債残高は 282億円減少

一般会計：借金の返済 558億円－新たな借金 390億円＝市債残高は 168億円減少

(２) 市債（臨時財政対策債を除く）の新規発行額と償還額
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832 808 
764 

924 

851 

982 

871 
816 

1,179 1,156 
1,191 

1,101 

1,233 
1,163 

1,096 

993 

1,117 1,098 

380 415
468 442
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494 483
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372 390

594 593 600
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557 558 
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一

般

会

計

全

会

計

市債の発行額と償還額の推移（億円）
（※）借換債及び臨時財政対策債を除く

全会計の償還額

全会計の新規発行額

一般会計の新規発行額

一般会計の償還額
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公営企業の資金収支

５ 財政健全化法に基づく健全化判断比率

 実質赤字比率は、令和３年度以降生じていない。

 連結実質赤字比率は、平成23年度以降生じていない。

 令和４年度の実質公債費比率は、交付税措置のある市債の割合が減少したこと等により、対前年度

比0.1ポイント増の11.9％

 令和４年度の将来負担比率は、公債償還基金や京都みらい夢基金などの基金残高が増加するととも

に、市債残高を着実に減少させたこと等により、対前年度比21.8ポイント減の148.6％

○全会計の連結実質収支の推移（億円）

市バス 0億円（③0億円→④0億円）

地下鉄※ △51億円（③△51億円→④0億円）

水 道 ＋11億円（③66億円→④71億円）

下水道 △18億円（③66億円→④48億円）

※ 地下鉄事業は利用者数の回復により営業収益や

現金収支が改善したこと等から、財政健全化法上の

資金不足が解消した。
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 早期健全化基準

400％

○実質公債費比率の推移

 早期健全化基準

25％

 財政再生基準

35％

○将来負担比率の推移
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市税

215,000円

（3,119億円）

32%

地方交付税

43,000円

（616億円）

7%

臨時財政対策債

16,000円

（236億円）

2%

国庫支出金

138,000円

（1,991億円）

21%

府支出金

33,000円

（481億円）

5%

市債（※１）

27,000円

（394億円）

4%

その他財源

193,000円

（2,794億円）

29% 総額
665,000円

（9,631億円）

（注）全国統一的な会計である普通会計分析による比較

他都市比較で見る京都市財政の特徴

１ 歳入

◆ 京都市の市民一人当たり歳入内訳

歳入構成の特徴 市税は、歳入総額の約３割

他都市に比べて地方交付税及び臨時財政対策債に大きく依存

推計人口（10月1日時点）
④ 1,448,964 人 （ ③ 1,453,956人）

（ ）内数値は、本市歳入額を示しています。

※１ 市債は、臨時財政対策債を除いたものです。

※２ 一人当たりの歳入内訳は、千円単位に四捨
五入しています。

(１) 市税
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90,843

73,471

84,363

103,946

95,973

112,117

117,427

85,611

71,268

83,054
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32,998 31,215
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26,408
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27,184

29,521
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32,203

25,348

215,224 219,487

176,181

204,603

210,656
209,887

229,927

245,424

184,984

173,346

204,609
192,174

262,077

285,093
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円

市民一人当たりの市税収入
個人市民税 法人市民税 固定資産税 その他市税
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84,676

81,238

90,843

41,895

22,242

18,178

113,529

78,746

79,251

44,993

32,998

31,215

0 50,000 100,000 150,000 200,000 250,000 300,000

大
阪

京
都

他
都
市

平
均

円
市民一人当たりの市税収入

個人市民税 法人市民税 固定資産税 その他市税
※斜体の数字は市税収入合計

京都市の市民一人当たりの市税収入は、国・府・市一体となった経済対策・支援、都市の成長戦略の
推進による担税力の強化も相まって、他の政令指定都市の平均との差が縮小しているものの、それでも
なお、他の政令指定都市の平均よりも約4,000円少ない状況にあり、人口換算で約62億円少なくなってい
ます。
他の政令指定都市と比べて著しく多い大阪市と比較した場合、市民一人当たりの市税収入は約70,000

円下回っています（人口で換算すると△1,012億円）

市税合計
219,487円

市税合計
215,224円

市税合計
285,093円

差額 4,263円

差額 69,869円

◆ 都市の魅力は税収面での弱みでもある（個人市民税）
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％ 人口に占める所得割納税義務者の割合

大学のまち京都は本市の活力の源であり都市の魅力の一つと言えますが、その反面、人口に占める大学
生層の割合が他の政令指定都市よりも高いため、結果的に一般的な就業者層である23歳から64歳までの割
合が低く、所得割納税義務者の割合が政令指定都市中最も低くなっていると考えられます。
仮に本市が他都市平均並みの納税義務者割合であれば、個人市民税収は約124億円増えます。
そのため、今後、更に担税力を強化し、持続的かつ安定的なものとするためには、若者・子育て世代を

中心とした就業者層の市内居住促進が重要となります。
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◆ 都市の魅力は税収面での弱みでもある（固定資産税）

京町家や木造家屋、景観が維持されていることは、日本はもとより世界の人々を魅了する本市の都市
の魅力と言えます。その反面、建築物の高さ規制等の影響により、市民一人当たりの家屋の床面積が他
都市平均を下回っています。
木造家屋と非木造家屋では非木造家屋のほうが評価額が高くなるため、京都市に歴史的資産が多く、

古い木造建築物が多いことは、税収面の弱みになっています。
今後は、地域やエリアに分けた都市計画の見直しにより、都市の活力をより一層高めつつ、担税力の

強化を図っていきます。
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㎡

政令指定都市における市民一人当たりの家屋の床面積

木造 非木造

（２）地方交付税及び臨時財政対策債
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地方交付税（一人当たり） 臨時財政対策債（一人当たり） 歳入に占める地方交付税+臨時財政対策債の割合 ％
市民一人当たりの地方交付税及び臨時財政対策債の収入額

円

京都市は、市税収入が少ない分、地方交付税及び臨時財政対策債に多くを依存しており、市民
一人当たりの地方交付税等による収入は、他都市平均の約1.4倍となっています。
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京都市の市民一人当たり標準財政規模は、指定都市の中で８番目となっています。
市税収入が他都市より低い一方、地方交付税は多いため、一般財源収入は他都市より多くなって

います。

標準財政規模＝基準財政需要額＋留保財源（地方交付税算定上の一般財源）

京都市標準財政規模 : 4,129億円
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市民一人当たりの標準財政規模
円
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財政力指数

財政力指数＝
基準財政収入額

基準財政需要額

財政力指数は指定都市中12番目と低く、国の地方交付税等
に多くを依存している状況にあります。
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２ 歳出

（ ）内数値は、本市目的別歳出額を示しています。

※１ 社会福祉 ＝ 児童福祉、高齢者福祉、障害者
福祉、生活保護など

※２ その他 ＝ 保健・清掃等、産業振興、消防、
総務管理など

※３ 市民一人当たり目的別歳出の内訳は、千円単
位に四捨五入しています。

◆ 京都市の市民一人当たり目的別歳出

歳出構成の特徴（目的別分析）

社会福祉に最も多くの経費が
使われています
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円
市民一人当たりの社会福祉に係る歳出

京都市の市民一人当たりの社会福祉に係る歳出は、指定都市の中で６番目に高くなっています。
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歳出構成の特徴（性質別分析）
人件費や扶助費といった義務的経費（※1）に多くの経費が使われています

◆ 京都市の市民一人当たり性質別歳出

（ ）内数値は、本市性質別歳出額を示しています。

※１ 義務的経費 ＝ 人件費 ＋ 扶助費 ＋ 公債費

※２ 市民一人当たり性質別歳出の内訳は、千円単
位に四捨五入しています。
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円
市民一人当たりの義務的経費とその他経費

義務的経費 その他経費

京都市の市民一人当たりの義務的経費は、指定都市の中で４番目に高くなっています。
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％円

市民一人当たりの人件費
市民一人当たりの人件費 歳出に占める割合

(１) 人件費

京都市の市民一人当たり人件費は、指定都市の中で８番目となっています。
※ 他都市平均よりも6,213円多い。⇒人口換算で、約90億円多い。
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府費教職員給与費移管

円 円
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人

市民千人当たりの職員数（令和５年４月１日現在）

一般職員 技能労務職員 教育公務員 消防職員

京都市の市民千人当たり職員数は、指定都市の中で７番目となっています。

※道府県から権限移譲された県費負担教職員数を含む
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円 市民一人当たりの投資的経費

京都市の市民一人当たりの投資的経費は、指定都市の中で18番目と低くなっています。
※ 他都市平均よりも15,200円少ない。⇒人口換算で、約220億円少ない。

(２) 投資的経費
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％円

市民一人当たりの扶助費
市民一人当たりの扶助費 歳出に占める割合

(３) 扶助費

京都市は、これまでから福祉に力を入れてきたことなどから、市民一人当たり扶助費は、
指定都市の中で５番目に高くなっています。
※ 他都市平均よりも7,398円多い。⇒人口換算で、約107億円多い。
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％％
高齢化率と生活保護率

高齢化率（令和２年度国勢調査） 生活保護率（令和３年度平均）

京都市の高齢化率は、指定都市の中では６番目に高くなっています。
また、生活保護率は５番目に高くなっています。
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％円

市民一人当たりの公債費
市民一人当たりの公債費 歳出に占める割合

(４) 公債費

京都市の市民一人当たり公債費は、指定都市の中で５番目に高くなっています。
※ 他都市平均よりも6,657円多い。⇒人口換算で、約96億円多い。
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千円

市民一人当たり市債残高

市債残高（臨時財政対策債除く） 臨時財政対策債残高

京都市の市民一人当たり市債残高（臨時財政対策債除く）は、指定都市の中で３番目に高く、市債
残高合計（臨時財政対策債含む）も、指定都市の中で３番目に高くなっています。
なお、新たに指定都市となった都市は、市債残高が少ないため、新しい指定都市が増えるほど平均

が下がる傾向にあります。
※ 指定都市には、他の市町村にはない国道、道府県道の整備、維持等に係る仕事があります。
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円
市民一人当たりの特例的な市債の残高

京都市の市民一人当たりの特例的な市債の残高は、指定都市の中で最も高くなっています。
※ 他都市平均よりも101,687円多い。⇒人口換算で、約1,473億円多い。

他都市と比べて突出しており、
これらの償還費が財政を圧迫している。

※ 特例的な市債
・ 地下鉄経営健全化出資債
・ 行政改革推進債
・ 退職手当債
・ 財政健全化債
・ 調整債
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％
実質公債費比率

※ 令和5年8月31日時点の数値

実質公債費比率は、地下鉄や下水道などの公営企業の元利償還に対する繰出金も公債費に準じた
ものとして算定するため、指定都市は一般市に比べると総じて高い数値となっています。
京都市は、交付税措置のない市債（地下鉄経営健全化出資債、退職手当債、行政改革推進債な

ど）の償還額が多くなっていることから、指定都市の中では最も高くなっています。

３ 健全化判断比率

早期健全化基準 25％
財政再生基準 35％
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％
将来負担比率

※ 令和5年8月31日時点の数値

将来負担比率は、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率を示すもので、
この比率が高い場合、今後の財政運営が圧迫されるなどの問題が生じる可能性が高くなります。
京都市は、交付税措置のない市債残高（地下鉄経営健全化出資債、退職手当債、行政改革推進債など）

が多くなっていることから、指定都市の中で最も高い水準になっています。
令和４年度決算は、公債償還基金等の基金残高の増や、地方債残高の減等により、将来負担額が減少し

ましたが、指定都市の中で２番目に高くなっています。
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市民一人当たりの財政調整基金

財政調整基金残高 市民一人当たりの財政調整基金残高
90,000

４ 財政調整基金残高

京都市の財政調整基金残高は94億円となっており、指定都市では４番目に低い状況となっています。
また、市民一人当たり財政調整基金残高は、指定都市では３番目に低い状況となっています。
※ ただし、地方交付税の減額精算対応分 50億円を含むため、実質的な残高は 44億円で指定都市で２番目

に低い状況です。
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